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序　　　　　文

コロンビア共和国の鉱業分野はGDPの約 3～ 4％を占め、金鉱産は年間約22.1t（1995年）であり、

石油、コーヒー、石炭、エメラルドに次ぐ輸出品として、外貨獲得に寄与しています。これらの

金鉱産の 90％は中小零細規模鉱山から産出されており、技術力の低さから金回収率は 50％程度と

低く、水銀を利用する選鉱方法による環境汚染も懸念されています。同国鉱業セクターの中小規

模鉱山は金回収技術の低さ、及び鉱業活動による環境問題の顕著化、という 2つの特徴があり、

同国の要請に応じて我が国はプロジェクト方式技術協力による協力（含金複雑鉱処理技術プロジェ

クト）を 1992年から 1996年まで実施しました。

次いで同国は、上記プロジェクトで確立された技術を現場鉱山・選鉱場に応用可能な技術に高

め、移動式選鉱設備による現場への応用を図るべく、鉱業当局の技術力強化を目的とするプロ

ジェクト方式技術協力を我が国に要請してきました。これを受け、我が国は 1999年 6月から 3年

間の協力期間にて「INGEOMINAS（地球科学・鉱山環境・原子力情報研究所）及びMINERALCO（鉱

山公社、その後MINERCOLに改称）の技術者が、産金地域における中小零細鉱山に対し、選鉱場

改善の指導ができるようになる」ことを目的として、プロジェクトを開始しました。

今次終了時評価調査では、2002年 5月の協力期間終了を控え、プロジェクトの活動実績、管理

運営状況、カウンターパートへの技術移転状況等に関し、評価 5項目（効率性、目標達成度、イン

パクト、妥当性、自立発展性）に基づいて分析・評価を行い、コロンビア共和国側と合意のうえで

評価調査表を作成し、その内容を残余協力期間のプロジェクト運営に反映させるべく協議を行い

ました。

また、その後 2002年 5月の運営指導調査団では、プロジェクト目標の達成度をコロンビア共和

国側と確認し、予定どおり協力を終了することを最終確認するべく協議を行いました。

本報告書は、両調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに、両調査団の派遣に関しご

協力いただいた日本並びにコロンビア共和国両国の関係各位に対し、深甚なる謝意を表するとと

もに、あわせて今後の支援をお願いする次第です。

2002年 5月

国際協力事業団

理事 望 月 　 久
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調査結果要約表
I.　案件の概要

国名：コロンビア共和国 案件名：中小零細鉱山選鉱技術改善

分野：鉱業・環境 援助形態：プロジェクト方式技術協力

所轄部署：鉱工業開発協力部第 2課 協力金額（無償のみ）

協力期間 （R/D）: 1999/6/1～ 2002/5/31 先方関係機関：INGEOMINAS及びMINERCOL

（延長）: 日本側協力機関：JICA

（F/U）: 他の関連協力：

（E/N）: （無償）　

1. 協力の背景と概要

コロンビア共和国では、コーヒー産業に依存するモノカルチャーからの脱却を図り、1970年

代後半から石炭、石油を含む鉱物資源の開発を中心とする鉱業振興を同国開発政策の重点施策

として位置づけ、各種鉱物資源開発調査を実施した結果、有価金属を含む複雑鉱鉱床の存在が

確認された。しかしながら、これら複雑鉱から有価金属を高い効率で回収する技術が確立され

ていないため、同国政府は複雑鉱から有価金属を効率的に、また経済的に回収するための処理

技術を研究する「鉱物資源調査開発センター」を鉱山エネルギー省傘下の INGEOMINAS（地球科

学・鉱山環境・原子力情報研究所）内に設立することを計画し、我が国に対しプロジェクト方式

技術協力を要請してきた。

この要請を受けて、1992年 3月 31日から 1996年 3月 30日まで、実験室レベルにおける複雑

鉱から貴金属及び随伴鉱物を回収する「含金複雑鉱処理技術プロジェクト」を実施した。

しかし、上記プロジェクトは実験室レベルであるため、回収率の向上と鉱害防止について現

地鉱山への適用を図るためには、選鉱試験設備での連続試験による更なる技術開発が不可欠な

ため、再度我が国にプロジェクト方式技術協力を要請してきた。

2. 協力内容

（1）上位目標

産金地域の中小零細鉱山の操業方法が改善される。

（2）プロジェクト目標

INGEOMINAS及びMINERCOL（鉱山公社）の技術者が、産金地域における中小零細鉱山

に対し、選鉱場改善の指導ができるようになる。

（3）成　果

1 プロジェクトの実施体制が確立される。

2 移動式選鉱試験設備の据付・整備・保全が実施される。

3 選鉱場設計技術者が養成される。

4 プロジェクト対象鉱山に対して選鉱場改善にかかる提言書が作成される。



（4）投入（評価時点）

日本側：

長期専門家派遣 5名 機材供与 約 2億 1,035万円

短期専門家派遣 10名 ローカルコスト負担 約 5,383万円

研修員受入れ 10名

相手国側：

カウンターパート配置　延べ 28名（幹部等含む）

土地・施設提供　あり（センター土地・施設等）　

II. 評価調査団の概要

調査者 （担当分野：氏名　　職位）

団　長 ：谷川和男 国際協力事業団専門技術嘱託

技術協力計画：冨田堅二 国内支援委員

技術移転計画：土居正典 財団法人国際鉱物資源開発協力協会　国際協力課長

評価管理 ：吉田徹 国際協力事業団鉱工業開発協力部　鉱工業開発協力第二課

職員

評価分析 ：高沢正幸 株式会社レックス・インターナショナル　開発計画コン

サルタント

調査期間 2002年 3月 3日～ 2002年 3月 21日 評価種類：終了時評価

III. 評価結果の概要

1. 評価結果の要約

（1）妥当性－以プロジェクト目標は良好なレベルで達成されると評価される。

・コロンビアにおける鉱業は国家開発上重要なセクターと位置づけられている。

・中小鉱山業者のニーズに応えている。

・鉱山業者は本件プロジェクトで効果的な選鉱技術が開発されることを期待している。

（2）有効性－以下の点が確認され、プロジェクト目標は良好なレベルで達成されると評価さ

れる。

・ プロジェクト目標の達成度はいまだ測られておらず、中間評価時に策定した指標により

プロジェクトが終了するまでに日本側とコロンビア側で共同で測ることとなっている。

・ プロジェクト目標は終了時までに良好なレベルで達成すると考えられる。

（3）効率性－以下の点が確認され、効率性は高いと評価される。

・ 中間評価時（2000年 12月）より投入から成果の転換状況は改善されている。

・ 成果のなかでまだ達成していない項目もあるが、プロジェクト終了時までには達成する

と考えられる。

（4）インパクト－以下の点から、インパクトは確認されていない。



・ 移動式選鉱設備による操業改善指導がいまだ行われていないことや、安全確保のためプ

ロジェクト活動の宣伝を行っていないことから、本件実施によるインパクトは確認され

ていない。

（5）自立発展性－以下の点が確認され、自立発展性は高いと評価される。

・ 組織、財政面については特に問題ない。

・ カウンターパートは更なる経験を積んでいく必要がある。

2. 効果発現に貢献した要因

・ 特になし。

3. 問題点及び問題を惹起した要因

（1）計画内容に関すること

・コロンビアの治安状況により、移動式選鉱設備を協力期間中は移動させないこととし、現

場での中小鉱山への実習が行われていない。

（2）実施プロセスに関すること

・ 日本人専門家、供与機材などの投入の遅れにより、プロジェクト活動進捗に影響を及ぼ

した。

4. 結　論

・プロジェクト目標は、ほぼ良好なレベルで終了時までに達成される見込みであることを確

認した。

5. 提　言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）

・ プロジェクト目標の達成度を協力期間終了までに日本側・コロンビア側双方で測定する必

要がある。

・ 移動式選鉱試験設備は各鉱山地域の選鉱における最適条件を調査するうえで重要であり、

より多くの選鉱プロセスを同設備で実現するために多少調整する必要がある。

・ カウンターパートは、移転技術を指導できるよう自信を身につけるために今後さらに調査

経験を積んでいく必要がある。

5. 教　訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運

営管理に参考となる事柄）

・ PDMの目標設定で上位目標及びスーパー・ゴールを掲げており、先方実施機関の理解不足

からプロジェクト協力に過大な期待感を与えてしまっている。
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第 1章　終了時評価調査団の派遣

1－1 調査団派遣の経緯

コロンビア共和国（以下「コロンビア」と記す）の鉱業分野はGDPの約 3～ 4％を占め、金鉱産は

年間約22.1t（1995年）であり、石油、コーヒー、石炭、エメラルドに次ぐ輸出品として、外貨獲得

に寄与している。これらの金鉱産の 90％は中小零細規模鉱山から産出されており、技術力の低さ

から金回収率は 50％程度と低く、水銀を利用する選鉱方法による環境汚染も懸念されている。同

国鉱業セクターの中小規模鉱山は、金回収技術の低さ及び鉱業活動による環境問題の顕著化、と

いう2つの特徴があり、同国の要請に応じて我が国はプロジェクト方式技術協力による協力（含金

複雑鉱処理技術プロジェクト）を 1992年から 1996年まで実施した。

次いで同国は、上記プロジェクトで確立された技術を現場鉱山・選鉱場に応用可能な技術に高

め、移動式選鉱設備による現場への応用を図るべく、鉱業当局の技術力強化を目的とするプロ

ジェクト方式技術協力を我が国に要請してきた。これを受け、我が国は 1999年 6月から 3年間の

協力期間にて「INGEOMINAS（地球科学・鉱山環境・原子力情報研究所）及びMINERALCO（鉱山公

社、その後MINERCOLに改称）の技術者が、産金地域における中小零細鉱山に対し、選鉱場改善

の指導ができるようになる」ことを目的として、プロジェクトを開始した。

1－2 終了時評価調査の目的

2002 年 5 月末の協力期間終了を控え、これまで実施した協力について、PCM（Project Cycle

Management）手法に基づいて当初計画に照らし、プロジェクトの活動実績、管理運営状況、カウン

ターパートへの技術移転状況等について調査し、目標の達成度を判定し、教訓及び提言等を導き

出し、合同評価報告書として取りまとめた。また、この評価結果を基に今後の協力方針について

アルゼンティン側と協議し、協議結果を協議議事録（Minutes of Meeting: M/M）として取りまとめ

署名・交換した。

1－3 調査団員構成

分　野 氏　名 所属先
団　長 谷川　和男 国際協力事業団　専門技術嘱託

技術協力計画 冨田　堅二 国内支援委員

技術移転計画 土居　正典 財団法人国際鉱物資源開発協力協会　国際協力課長

評価管理 吉田　徹 国際協力事業団　鉱工業開発協力部　鉱工業開発協力第二課　職員

評価分析 高沢　正幸 株式会社レックス・インターナショナル　開発計画コンサルタント
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1－5 主要面談者リスト

（1）日本側

1） 在コロンビア日本国大使館

古賀　京子 参事官

西尾　利哉 二等書記官

1 3月 3日 日

2 4日 月

3 5日 火

4 6日 水

5 7日 木

6 8日 金

7 9日 土

8 10日 日

9 11日 月

10 12日 火

11 13日 水

12 14日 木

13 15日 金

14 16日 土

15 17日 日

16 18日 月

17 19日 火

18 20日 水

19 21日 木

1－4 調査日程

日 順 月　日 曜 日
日　程

宿泊地
官団員 コンサルタント

Miami

Bogota

Cali

Cali

Cali

Cali

Cali

Miami

Bogota

Bogota

Cali

Cali

Cali

Cali

Bogota

Bogota

Miami

機中泊

－　

移動　成田発→ JFK着

移動　JFK発→Miami着

移動　Miami発→ Bogota着

JICA事務所打合せ

評価作業

移動　Bogota発→ Cali着）

評価作業

評価作業

評価作業

評価表作成

移動　成田発→ JFK着 評価表作成

移動　JFK発→Miami着

移動　Miami発→ Bogota着 評価作業

JICA事務所打合せ

日本国大使館表敬 評価作業

国際協力庁表敬

INGEOMINAS（地球科学・鉱山環境・

原子力情報研究所）表敬

MINERCOL（鉱山公社）表敬

移動　Bogota発→ Cali着

日本人専門家及びコンサルタントと

の打合せ

INGEOMINAS協議（プロジェクト活動）

INGEOMINAS協議（評価結果）

INGEOMINAS協議（M/M内容）

移動　Cali発→ Bogota着

INGEOMINAS協議（M/M内容）

INGEOMINAS協議、M/M署名・交換

日本国大使館報告

JICA事務所報告

移動　Bogota発→Miami着

移動　Miami発→ Chicago着

移動　Chicago発→

移動　→成田着
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2） JICAコロンビア事務所

小林　一三 所　長

上條　直樹 次　長

池上　宇啓 職　員

3） 中小零細鉱山選鉱技術改善プロジェクト

阿部　幸紀 チーフアドバイザー

尾鷲　　彰 業務調整

大木　久光 選鉱技術

三浦　莞司 廃水処理技術

（2）コロンビア側

1） 国際協力庁（ACCI）

Emilia C. Ruiz Director

Diego Vilegas Navarro Project Subdirector

Valerie Jordan R.

2） 鉱山公社（MINERCOL）

Hector Piedrahita President

Reynaldo Galvis Ortiz Manager of Planning and of Human Resources

Carlos Sanchez Garcia Head of Mining Energetics Project Division

3） 地球科学・鉱山環境・原子力情報研究所（INGEOMINAS）

Adolfo Alarcon Guzman Director General

Luz Stella Ramirez D Subdirector of Underground Resources

Jorge Martin Molina E Subdirector of Planning of the Geosciontific Business

Alvaro Nivia G Director Cor Cali

Alberto Ochoa Yarza Ex-Director Cor Cali

Luz Mery Duitama M Jefe Proyecto

4） INGEOMINASカリ事業所

Jorge Ivan Londono E. Mineral Processing

Silvia E. Londono Mineral Processing

Hector F Bacaa L Mineral Processing Worker

Heberto Rico Guzman Mineral Processing Worker

Yolanda Canon Romero Waste Water Treatment

Gloria E. Mosquero C Waste Water Treatment
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Nury O. Perez Waste Water Treatment

Juan P. Gonzalez S Waste Water Treatment Worker

Hernan Nino Waste Water Treatment Worker

Juan C. Molano Mineralogy Analysis

Jaime M. Buitrgo Mineralogy Analysis
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第 2章　終了時評価の方法

2－1 評価用PDM(PDMe)の作成経緯及び確定

PDM（Project Design Matrix）は、2002年 12月の運営指導調査（中間評価を実施）に基づき改定し

ている。指標の妥当性及び指標データの入手手段の入手可能性を含め、左記の内容を日本側評価

チームとコロンビア側で再確認する。また成果の指標についてはプロジェクトチームによるモニ

タリングにて実施している 5段階評価を取り込み、評価用 PDM（PDMe）として活用する。

2－2 主な調査項目とデータ収集方法

（1）評価用 PDMを基に、評価グリッドを作成し、調査項目・確認事項・情報源を整理する。

なお、主な情報源は以下のとおり。

① 日本人専門家、カウンターパート（C/P）・関係機関・研修受講者・受講者の配属先（質問

票及びインタビューにより情報収集）

② プロジェクト実施状況を示す各種資料（プロジェクト四半期報告書・専門家報告書・調査

団報告書等）

（2）評価グリッドに沿って情報を入手・整理したうえで評価5項目（効率性、有効性、インパク

ト、妥当性、自立発展性）により調査結果を取りまとめる。

（3）コロンビア側評価委員会と協議のうえ、合同評価調査報告書として取りまとめる。

（4）残余協力期間内の協力方針、協力期間終了後の対処方針、その他特記事項についてコロン

ビア側と協議・確認し、必要に応じミニッツに記載する。
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第 3章　評価結果

3－1 調査・協議結果概要

調査項目 現状及び問題点 対処方針 協議結果

1.  評価用 PDMの確定

2.  評価調査の方法

3. 合同評価報告書の

作成

・ 2002年 12月の運営指導調査

（中間評価を実施）に基づき

PDMを改定している。

・指標の妥当性及び指標デー

タの入手手段の入手可能性

を含め、左記の内容を日本

側評価チームとコロンビア

側で再確認する。また、成

果の指標についてはプロ

ジェクトチームによるモニ

タリングにて実施している

5段階評価を取り込み、評

価用 PDMとして活用する。

・評価調査の方法の概略は以

下のとおり。

（1） 評価用PDMを基に、評価

グリッドを作成し、調査項

目、確認事項、情報源を整理

する。なお、主な情報源は以

下のとおり。

1） 日本人専門家、C/P、関係機

関、研修受講者、受講者の配

属先（質問票及びインタ

ビューにより情報収集）

2） プロジェクト実施状況を

示す各種資料（プロジェクト

四半期報告書、専門家報告

書、調査団報告書等）

（2） 評価グリッドに沿って情

報を入手・整理したうえで評

価5項目（効率性、有効性、イ

ンパクト、妥当性、自立発展

性）により調査結果を取りま

とめる。

（3） コロンビア側評価委員会

と協議のうえ、合同評価調査

報告書として取りまとめる。

（4） 残余協力期間内の協力方

針、協力期間終了後の対処方

針、その他特記事項について

コロンビア側と協議・確認

し、必要に応じミニッツに記

載する。

・左記のとおり再確認し、評価用PDMを

確定した。

・コロンビア側評価チームとの協議に際

し、左記を説明し、理解を得た。

・評価結果要約表のとおりにてコロンビ

ア側と合意した。
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4.  今後の協力期間の

対応方針

・移動式選鉱試験設

備についての合意

・左記のとおりにてプロジェクトチーム

が達成度をプロジェクト終了時までに

測定することでコロンビア側とM/M

にて合意した。

・終了時評価調査時点では、左記（1）の

達成度についてコロンビア側C/Pは 40

～ 50％程度であるとしていた。

・終了時評価調査時点では、左記（2）に

ついては、プロジェクト終了時までに

マニュアル等の成果品の日本人専門家

及びコロンビア側C/Pによる共同完成

が達成される見込みから、達成度は 70

～ 80％程度になるものと見込まれた。

・移動式選鉱試験設備に関し、協議冒頭

においてコロンビア側より以下の 2点

を供与機材の不具合と認識していると

の説明があった。

（1） 鉱石の分級プロセスが連続的でなく

操業が断続的であること。

（2） 同設備の各ユニットにおける試験結

果がラボでの試験結果と乖離があるこ

と。

・またこれに伴い、コロンビア側は分級プ

ロセスにおいてMechanical Classifierの導

入を検討する予定であり、概念設計によ

り見積書を取り付けているとのことで

あった（420万ペソ≒US$1,909）。費用負

担以外の部分において日本人専門家のサ

ポートを仰ぎたいとのことであった。

・上記Mechanical Classifier の導入につい

て日本人専門家によれば、今後詳細設

計が必要となり、また設置費用を考慮

すると上記 420 万ペソの約 3倍はかか

り、また約半年程度の期間を要するで

あろうとのことであった。

・上記に関し、日本側は専門家チームか

ら、また調査団からも同設備の位置づ

けについて以下のとおり説明をした。

（1） 同設備を連続運転することが目的で

なく、ラボ試験と併用で鉱石の特性を知

るための試験結果を得ることができれば

プロジェクト目標は達成できる。

・以上を踏まえて同設備に関し以下のと

おりにてコロンビア側とM/M にて合

意した。

（1） 同設備の協力期間内における本質的

機能は技術移転活動を補完するのに重要

である。同設備の運転を改善するのに若

干の調整が必要とされる。

・2000年 12月の運営指導調査

時に合意したプロジェクト目

標の指標に基づき、プロジェ

クト終了時までに以下の 2つ

の方法で達成度を測定する必

要がある。

（1） コロンビア側C/Pの日常

業務を日本人専門家が観察し

5段階にて評価する。

（2） 2002年 5月に開催予定の

国際セミナーにおけるコロン

ビア側C/Pのパフォーマンス

を日本人専門家が観察し 6段

階にて評価する。

調査項目 現状及び問題点 対処方針 協議結果



- 8 -

・プロジェクト自立

発展の為の財源確保

5. 合同調整委員会の

開催

（2） 日本人専門家より移転された技術と

同設備を用い、産金地域の中小零細鉱山

に対し、操業改善の指導を行うことはコ

ロンビア側の責任である。

（3） 協力期間終了後に中小鉱山をプロ

ジェクトサイトに招いて操業改善の指導

を行うために同設備を活用する。

・協力期間終了後のプロジェクトへの予算

確保について、国家予算及び国家ロイヤ

ルティー基金からの確保に努めていると

の説明があり、中小鉱山をプロジェクト

サイトに招いて操業改善の指導を行う活

動を行うための資金源などとして確保に

努めることをM/Mに記載し合意した。

・コロンビア側より 2002年度プロジェク

ト予算表について提出があり、4 億

5,728万 7,000ペソ（≒US$207,857）との

ことであった。

・以上の評価結果及び協議結果に基づき、

I N G E O M I N A S アラルコン長官、

MINERCOLピエドライタ総裁、ACCIル

イス長官と調査団の間にて合同評価報

告書及びM/Mの署名・交換を行った。

調査項目 現状及び問題点 対処方針 協議結果
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スーパー・ゴール

鉱山地域の環境に配慮し

た鉱業部門の振興が図ら

れる。

上位目標

産金地域の中小零細鉱山

の操業方法が改善される。

プロジェクト目標

INGEOMINASとMINERCOL

の技術者が、産金地域にお

ける中小零細鉱山に対し、

選鉱場改善の指導ができる

ようになる。

成　果

1. プロジェクトの実施体

制が確立される。

2. 移動式選鉱試験設備の

据付・整備・保全が実施

される。

3. 選鉱場設計技術者が養

成される。

4. プロジェクト対象鉱山

に対して選鉱場改善に

かかる提言書が作成さ

れる。

1. GDPに占める鉱業の比率

2. 金生産量の推移

3. 廃水汚染状況の推移

1. 産金地域における金実収率の比較

2. 金産地域における廃水処理法の改善

状況の比較

1. 日本人専門家によるC/Pの日常の活動

状況の評価（2000年12月19日の中間評

価調査時で合意された 5段階評価法を

採用）

2. 日本人専門家による2002年 5月に開催

予定の国際セミナー時の活動状況の

評価（2000年 12月19日の中間評価調査

時で合意された 5段階評価法を採用）

1-1. 実施協議調査時のM/D に記載され

た人員が確保される。

1-2. 政府からの予算が適切に配賦され

る。

1-3. C/P がプロジェクト目標を理解し、

活動計画に沿って運営する。

2-1. 移動式選鉱試験が適切に運転され

る。

2-2. プロジェクト期間中に移動選鉱設備

操作マニュアルが開発される。

2-3. プロジェクト期間中に移動選鉱設備

保全マニュアルが開発される。

3-1. 技術者全員の技術レベルが専門家に

よって評価される。

3-2. プロジェクト期間中に選鉱試験実施

マニュアルが開発される。

3-3. プロジェクト期間中に選鉱場操業改

善指針が開発される。

4-1. プロジェクト期間中に提言書が作成

される。

4-2. プロジェクト期間中に技術セミナー

が実行される。

1. 1.79％（1996）、1.75％（1997）、

1.75％（1998）、1.84％（1999）

2. 1万 8,811kg（1998）、3万 4,600kg（1999）、

3万 7,018kg（2000）

3. 状況は改善されている。

1. 状況は改善されている。

2. 状況は改善されている。

1. プロジェクト終了時までに評価される。

2. プロジェクト終了時までに評価される。

1-1. コロンビア側から確保された要員数は

21名であった。これは、プロジェクトを

運営するうえで適切な数であった。

1-2. プロジェクト運営上十分な予算が配賦

された。

1-3. C/P 全員がプロジェクト目標を理解し、

活動計画（PO）に沿ってプロジェクトを

運営した。
2-1. 選鉱試験施設は、運転されている。

2-2. 操作マニュアルは開発された。

2-3. 保全マニュアルは開発された。

3-1. 選鉱場の設計にかかわる技術移転はま

だ行われていない。2002年 4月に行われる

ことになっている。

3-2. 試験マニュアルは作成中である。2002

年 3月までに作成される。

3-3. 改善指針は作成中である。2002年 4月又

は 5月までに作成される。

4-1. 提案書は作成中である。プロジェクト

終了時までに作成されることになってい

る。提言書の内容について、2つの中小鉱

山（ディアマンテとヒネブラ）の選鉱工程

を含んだ内容とする。

4-2. 国際セミナーはまだ行われていない。

3－2 計画達成度

プロジェクト要約 指　標 結　果
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投　入
R/D承認時 結　果

（日本側）

1.  専門家派遣

　1-1.  長期専門家

　　①　チーフアドバイザー 1名

　　②　業務調整員 1名

　　③　選鉱技術 1名

　　④　廃水処理 1名

　1-2.  短期専門家

　　　必要に応じて派遣。

2.  研修員受入れ

　 年間約 1～ 2名

3.  機材供与

　 移動式選鉱試験設備：一式

　 （ただし、積載車両を除く）

　 調査用車両、事務機器

（コロンビア側）

1.  人員配置

2.  運営経費の支出

3.  施設・建物の提供

　①　日本人専門家執務室

　②　コロンビア側職員執務室

　③　実験室・分析室

　④　移動式選鉱試験設備関連施設

4.  資機材の調達

5.  供試鉱石試料の提供

6.  移動式選鉱試験設備の操業により発生する産物の処

 　理

（日本側）

1-1. 長期専門家：4名（チーフ・アドバイザー、調整員、

選鉱技術、水質分析）がプロジェクトサイトに常駐

した（ANNEX2）。

1-2. 短期専門家：9名（鉱物分析、水質分析、機材据付

け、セミナー講師等）がプロジェクト期間中に派遣

された（ANNEX2）。

2. 10名の研修員が、プロジェクト期間中に受け入れら

れることになっている（ANNEX4）。

3. 供与された機材について、Annex5を参照。

（コロンビア側）

1. 21名の C/Pが常に配置された（プロジェクト・ダイ

レクター：1名、プロジェクト・マネージャー：1名、

選鉱技術：4名、水質分析：3名、鉱物環境：1名、鉱

物分析：2名、アドミ：3名、オペレーター：4名、運

転手：1名、秘書：1名）。このうち2名はMINERCOL

より派遣された契約職員である（ANNEX3）。

2. 運営経費は適切に配賦された。

3. ①～④までの項目は適切に提供された。

4. 必要な資機材は調達された。

5. 供試鉱石資料は提供された。

6. 産物（鉱物の廃材）は、プロジェクトサイト内に保管

されている。
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第 4章　評価結果

4－1 評価5項目の評価結果（要約）

（1）効率性（efficiency）

中間評価調査（2000年 12月）の実施以来、投入から成果の転換状況は改善されている（例 .

長期専門家1名による技術移転が改善された）。投入の項目の中で、一部十分に活用されない

項目はあったものの、成果の達成状況は進行している。

まだ達成していない成果項目もあるが、プロジェクト終了時までに達成すると考えられる。

（2）有効性（effectiveness）

プロジェクト目標の達成度はまだ測られていないが、プロジェクトが終了するまでに日本

側とコロンビア側が共同で測ることになっている。終了時評価調査時の段階では、プロジェ

クト目標がどの程度達成したかについて明確に述べることはできない。

終了時評価調査団のコンサルタント団員によるインタビュー調査によれば、カウンター

パートの技術力はかなりの水準で達成されており、進歩している。このことから、プロジェ

クト目標は終了時までに良好なレベルで達成すると考えられる。

（3）インパクト（impact）

本件プロジェクトでは、設備された選鉱施設を運転することにより、中小零細鉱山業者を

対象とした選鉱技術改善にかかわる指導をまだ行っていない。さらに、本件は安全確保のた

めプロジェクト活動の宣伝を行っていない。本件では鉱山業者を指導できるほどの成果を残

していなく、プロジェクト地域への社会・経済的インパクトにつき、指定された期間（3年間）

でこれらのインパクトが現れることを期待するのは難しい状況であった。以上の状況から、

本件プロジェクト実行によるインパクトは確認できず、またこのようなインパクト（社会・

経済、技術、経済的インパクト）が3年間で現れることを期待するのは困難であると考えられ

る。

（4）妥当性（relevance）

本件プロジェクトにおける活動は、中小鉱山業者のニーズに応えている。鉱山業者は本件

プロジェクトで効果的な選鉱技術が開発されることを期待しており、この新規技術により金

の産出量を向上させ、収入を増やしたいと思っている。
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（5）自立発展性（sustainability）

組織的、財政面については特に問題はない。本件プロジェクトは運営体制を確立し、日本

からの協力期間終了後は INGEOMINASの責任下で運営されることになっている。しかし技術

面につき、ほとんどのC/Pは、産金地域の中小零細鉱山業者を対象とした選鉱場改善の指導

を行う能力について、今後自分たちで活動が展開できるほどの能力レベルまで達成していな

いと思っている。C/Pは、更なる経験（研究室の試験調査や選鉱試験施設の運転による調査経

験）を積んでいく必要がある。

4－ 1－ 1 妥当性（relevance）

評価項目 確認事項と評価結果 情報源
スーパー・ゴール

政策との関連

上位目標

中小鉱山のニーズ

プロジェクト目標

ターゲット・グループの

ニーズ

・コロンビアにおける鉱業は、国家開発上重要なセ

クターである。国家計画局（Departamento Nacional de

Planeacion）は、政策文書“平和を構築するための変

革”（Cembio para construir la paz）の中で、鉱業の重要

性を説明している。これによれば、鉱業は外貨取得

の 3分の 1を稼いでいることで鉱業の重要性を述べ、

鉱業が国家開発上重要であることを説明している。

・中小の鉱山業者は、金産出量を上げ、自分たちの収

入を増やしたいと思っている。鉱山地域の収入水準

は相対的に低い。本件プロジェクトにより鉱石選鉱

技術の最適条件が開発されれば、中小零細鉱山業者

の金産出量と収入量は増加する。鉱山業者は効果的

な選考方法を本件プロジェクトが開発することを期

待している。したがって、プロジェクト活動は中小

鉱山業者のニーズに応えている。

・移動式選鉱試験施設は、C/Pにとってプロジェクト

目標を満たし、技術を習得していくうえで必要な機

材である。これは設備されたのでターゲット・グルー

プ（C/P）のニーズに応えている。この施設はR/Dに

沿って設備されたが、指導を行うためのツールとし

てはまだ十分に利用されていない。

聞き取り調査

（プロジェクト・ダイレク

ター、プロジェクト・マネー

ジャー）

聞き取り調査

（プロジェクト・マネー

ジャー）

聞き取り調査

（専門家、プロジェクト・マ

ネージャー、C/P）
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4－ 1－ 2 有効性（effectiveness）

評価項目 確認事項と評価結果 情報源
プロジェクト目標の達成

度

プロジェクト目標達成の

阻害要因

1） 終了時評価調査時での段階では、まだ成果2と 3が達

成されていないためプロジェクト目標の達成度は測られ

ていない。プロジェクト目標達成度は、中間時評価調査

団がプロジェクトチームと協議して決めた指標で測られ

ることになっている。日本人専門家がインタビュー調査

により客観的に評価を行うことになっている。この評価

は、プロジェクトが終了するまでに行われることになっ

ている。

2） 長期専門家は、C/P の技術レベルをモニタリング・

チェックリストで評価している。このチェックリストに

は、PDMの活動に関係する指導項目が記されており、専

門家はこの指導項目におけるC/Pの能力を 5段階評価法

で評価している。このチェックリストによると、C/Pの

技術力は上昇している。しかし、C/Pのほとんどは自分

たちの能力について、産金地域の中小零細鉱山業者を対

象とした選鉱場改善にかかわる技術指導につき、適切な

指導ができるほど十分な技術力は身に付いていないと

思っている。

1） コロンビア側は、選鉱試験施設の運転によって得ら

れる結果に必ずしも満足していない。C/Pは、選鉱試験

施設を自分たちが望む状態で運転を行えば自分たちの技

術力は向上すると思っている。この件は選鉱技術のC/P

によって提起されたものであるが、彼らの意見によれ

ば、この件は本件プロジェクトの運営上全体的な問題で

あるという。さらに、現在の状況で施設を運転していて

は選鉱工程の方法論が学習できないという。この方法論

の習得は、産金地域における中小零細鉱山業者を対象と

した選鉱場の改善にかかわる指導の際、適切な指導を行

うために重要であるということであった。

2） これについて、日本人専門家チームは、本件における

技術移転の主たる目的は、現在の移動式選鉱試験施設で

効率のよい選鉱施設の運転を行う際の最適条件を探しだ

すことであると説明した。また、コロンビア側は選鉱施

設の実質的機能の認識を理解していないためにこのよう

な議論を立てていると説明した。さらに、移動式施設に

よる試験調査におけるC/Pの考え方について、選鉱にお

ける最適条件を決定することに限らず、商業ベースの選

鉱施設の設計に役立てるためにも重要と考えており、ま

たいかに選鉱工程が改善できるかを理解するためにも重

要と考えていることを説明した。さらに日本側は、今回

納入された施設は日本側とコロンビア側の間で合意され

たR/Dの内容に従って設備されたものであり、合意され

た施設による調査目的は、両者の間で支持されるべきで

あると指摘した。現在の仕様で納入された施設の運転に

よる調査手法は、支持されるべきであると説明した。

聞き取り調査

（専門家、C/P）

聞き取り調査

（専門家、C/P）
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4－ 1－ 3 効率性（efficiency）

（1）成果の達成度

評価項目 確認事項と評価結果 情報源

成果 0

成果 1

成果 2

成果 3

0.プロジェクトの実施体制が確立される。

　指標は以下のとおり確認された。

0-1. コロンビア側から21名の要員が確保され、これはプロジェ

クトを運営するうえで適切であった。プロジェクト・ダイレ

クターは、フェーズ 1以来プロジェクトの運営面の監督を続

けている。プロジェクト組織内の統率役として貢献した。

0-2. 必要な予算が INGEOMINASから配賦された。ときどき、計

画どおりに配賦されないこともあった（例 .2-3-1（1）-e）。

0-3. C/Pはプロジェクト目標の内容を把握していたが、現在の

選鉱試験施設の運転によって得られるデータについて、鉱山

業者を対象とした技術指導を行うためには、更なる情報を収

集したいと考えていた。

1. 移動式選鉱試験設備の据付・整備・保全が実施される。

　指標は以下のとおり確認された。

1-1. 移動式選鉱試験設備は適切に運転された。しかし、設備の

実質的な機能について、日本側とコロンビア側の間で認識の

違いがあった。

1-2. 移動式試験設備の運営マニュアルは作成された。

1-3. 移動式試験設備の維持管理マニュアルは作成された。

選鉱場設計技術者が養成される。

　指標は以下のとおり確認された。

2-1. 選鉱設備設計技術に関する技術移転は、2002年 4月までに

行われる。

2-2. 選鉱試験マニュアルは、2002年 3月までに日本側とコロン

ビア側が共同で作成することになっている。

2-3. 基本設計のマニュアルは、2002年 4月又は 5月までに日本

側とコロンビア側が共同で作成することになっている。

プロジェクト対象鉱山に対して選鉱場改善に係る提言書が作成

される。

　指標は以下のとおり確認された。

3-1. 選鉱場改善にかかわる提言書は作成中であった。これは、

本件プロジェクトが終了するまでに作成されることになって

いる。本件では、ディアマンテとヒネブラの 2つの鉱山につ

いての提言書が作成される。

3-2. 国際セミナーは、2002年 5月に開催されることになってい

る。ブラジル、チリ、日本から参加者が集まることになって

いる。

聞き取り調査

（専門家）

聞き取り調査

（専門家）

聞き取り調査

（専門家）

聞き取り調査

（専門家）
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（2）投入の確認、適正、活用状況

評価項目 確認事項と評価結果 情報源

a.専門家

b.研修員受入れ

c.日本側の供与機

材

d.人員配置

e.運営経費の支出

・長期専門家：4名の長期専門家（チーフ・アドバイザー、調整

員、選鉱技術、水質分析）が派遣された。選鉱技術と水質分析

の専門家派遣について、選鉱試験施設（プラント）の操作を指導

するために長期専門家として常駐することが必要であった。

・短期専門家：9名の短期専門家が派遣された。プロジェクト

が終了するまでにもう 1 人の短期専門家が派遣されることに

なっている。短期専門家の派遣期間は、7日間から2.5か月程度

であった。

・鉱物分析の分野では長期専門家派遣は計画されなかったが、

この分野の技術移転の状況は良好であった。短期専門家の派遣

が適切に行われたため、技術移転を成功させることができた。

・日本で研修を受けたC/Pの数は8名である。さらに、2名がプ

ロジェクト終了時までに研修を受けることになっている。研修

プログラムの内容について、C/Pの希望に完全に沿って計画さ

れなかったこともあり、その結果 PDMの成果達成に役立てら

れなかったこともあったが、日本の諸事情を知るうえでこのプ

ログラムは有効であった。

・移動式選鉱試験施設（本件プロジェクトを運営するうえで重

要な機材）の供与時期が遅れた。機材の準備が遅れ、日本から

の輸送も遅れた。

・終了時評価調査時の段階において、利用されていなかった機

材がいくつかあったが（例 .水銀分析器、イオン・クロマトグラ

フ）、これらはいずれ使用されることになっている。

・コロンビア側は、供与された選鉱試験施設の他、別の仕様の

施設に関心をもった（連続運転仕様の施設。現在の状態では連

続運転が不可能なため、これを可能にするためには調整を行う

必要がある）。

・終了時評価調査団が派遣された時点におけるC/Pの数は 21名

である。配置状況は、プロジェクト・ダイレクター：1名、プ

ロジェクト・マネージャー：1名、選鉱技術：4名、水質分析：

3名、鉱物分析：2名、鉱物環境：1名、アドミ：3名、オペレー

ター：4名、運転手：1名、秘書：1名である。それぞれの分野

に配属されたC/Pの数について、設備された重要機材の数量と

日本人専門家の数から考えると、この数はプロジェクトを運営

するうえで適切であり、日本側から技術移転を実施するうえで

適切であった。

・ほとんどの C/P は INGEOMINAS に所属する職員である。

MINERCOLから派遣されたC/Pの数は 2名だけであるが、2名

ともMINERCOLの正職員ではない。

・選鉱技術の 2名を除いて、ほとんどのC/Pはプロジェクトが

開始されて以来任務を続けている。技術移転は効率よく実行で

きている。

・選鉱試験施設を設置するための基礎工事が遅れた。施設の運

転が遅れたことについて、日本からの施設の輸送が遅れた理由

の他、この件も選鉱試験施設の運転が遅れた理由としてあげら

れる。

聞き取り調査

（C/P、プロジェクト・マ

ネージャー）

聞き取り調査

（C/P、プロジェクト・マ

ネージャー）

聞き取り調査

（専門家、C/P、プロジェ

クト・マネージャー）

聞き取り調査

（専門家、C/P、プロジェ

クト・マネージャー）

聞き取り調査

（専門家、C/P、プロジェ

クト・マネージャー）
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g.資機材の調達

h.供試鉱石試料の

提供

i. 移動式選鉱試験

設備の操業により

発生する産物の処

理

・コロンビア側は、本件運営のため必要備品や消耗材の調達に

協力的であった。調達するのに時間がかかった資機材もあった

が、コロンビア側は計画どおりに調達するよう努力し、プロ

ジェクトの運営面で長期的な遅れが生じないよう努力した。

・C/Pが供試鉱石試料を準備した。ディアマンテとヒネブラ鉱

山から試料が採取された。成果 3の提言書について、本件プロ

ジェクトではこの 2鉱山についての提言書が準備される。

・選鉱試験設備から発生する産物（鉱物の廃材）は少量であり、

鉱山地域に戻すほどの量ではなかった。この産物は、プロジェ

クトサイト内に保管されている。

聞き取り調査

（専門家、C/P、プロジェ

クト・マネージャー）

聞き取り調査

（専門家、C/P、プロジェ

クト・マネージャー）

聞き取り調査

（専門家、C/P、プロジェ

クト・マネージャー）

聞き取り調査

（専門家、C/P、プロジェ

クト・マネージャー）

4－ 1－ 4 インパクト（impact）

評価項目 確認事項と評価結果 情報源

f.施設・建物の提供

1.日本人専門家執務室

2.コロンビア側職員執務室

3.実験室・分析室

4.移動式選鉱試験設備関連施設

1.から 4.まで投入計画に沿って準備された。執務

室や研究室のスペースは十分であった。

スーパー・ゴールと
上位目標の達成度

社会・文化、組織・
制度、政策、技術、
経済面からのイン
パクト

ターゲット・グルー
プの生活の変化

他のインパクト

負のインパクト

1） スーパー・ゴール：指標 1「GDPに占める鉱業の比率」と指標
2「金産出量にかかわる状況」はおおむね確認された。しかし、本
件プロジェクトがこの 2つの指標の変化に影響を及ぼしたか否
かについて、終了時評価調査の段階でははっきり述べることは
できない。指標3「廃水汚染状況の推移」について、終了時評価調
査の段階では確認されなかった。
2） 上位目標：上位目標の指標1「産金地域における金実収率の比
較」と指標 2「金産地域における廃水処理法の改善状況」の比較は
確認されなかった。
・本件プロジェクトでは、鉱山業者を対象とした選鉱場の改善指
導について、まだ十分な指導実績はない。そのため、鉱山業界に
影響を及ぼしたインパクトは確認されなかった。本件プロジェ
クト実行により期待された技術面と経済面のインパクトは、確
認できなかった。
さらに、本件プロジェクトの運営活動は安全確保の都合上宣伝す
ることを控えている。鉱山業者に指導できるほどの結果をまだ残
していなく、指定されたプロジェクト期間（3年間）内で社会・文
化面のインパクトを期待することには無理があると考える。
N.A.

・カリ地域に日本人移民のコミュニティ（1,000人規模）がある。
プロジェクトチームがこのコミュニティと直接的かつ間接的に
関係をもつことにより、このコミュニティの存在がプロジェク
ト関係者に限らず INGEOMINASの他の職員へも知られるように
なった。本件プロジェクトにより、このコミュニティの知名度が
あがった。
・負のインパクトは確認されなかった。

聞き取り調査
（専門家、プロジェクト・
ダイレクター、プロジェク
ト・マネージャー、C/P）

聞き取り調査
（プロジェクト・マネー
ジャー、C/P）
聞き取り調査
（専門家、プロジェクト・マ
ネージャー、C/P）

聞き取り調査
（専門家、プロジェクト・
マネージャー、C/P）
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4－ 1－ 5 自立発展性（sustainability）

評価項目 確認事項と評価結果 情報源
制度的側面

財政的側面

技術的側面

今後の活動を続けていくための運営体制は整った。プロ

ジェクト・ダイレクター（P/D）は、現在の運営システム

の仕上げの際に重要な役割を果たした。P/Dフェーズ1以

来 8年間プロジェクト組織のまとめ役を務め、プロジェ

クト運営に貢献した。このような人材は、現在のプロ

ジェクト運営システムが継続していくうえで不可欠であ

る。

プロジェクトは、INGEOMINASとMINERCOLから配賦

される予算で運営される。これらの予算の財源は

National Royalty Fundと国家予算である。プロジェクト終

了後は INGEOMINASの責任下で運営されることになっ

ており、この2つの財源で運営されることになっている。

コロンビア側には、プロジェクトの運営体制を独立採算

型にする計画はなく、財政的側面については政府の歳入

量によって影響が及ぼされることになる。

MME（鉱業資源省）とDNP（国家開発計画）は、2002 ～

2006年の INGEOMINASによるBPINs（National Investment

Project Catalogue）を承認した。選鉱にかかわる調査活動

は、BPINsの予算枠で実行が可能である。

i.コロンビア側は、特に問題なく供与された移動式選鉱

試験施設を操作、維持管理を行うことができると考え

る。操作、維持管理マニュアルは作成されている。施設

の一部は業者の専門家による点検が必要であると考えら

れるが、維持管理にかかわるほとんどの問題は独自に解

決できると考える。

ii.日本人専門家は、C/Pの能力は良好なレベルに達した

と評価している。また、今後も自分たちの活動を発展さ

せていくことができると評価しているが、C/Pは自分た

ちの能力は良好なレベルに達していないと自己評価して

いる。C/Pは、さらに調査経験（研究室の試験調査と選鉱

試験施設の運転による調査）を積んでいく必要がある。

iii.成果 3で述べられている提言書は、プロジェクト終了

時までに作成される。これは、コロンビア側にとって今

後、更なる活動をしていくうえで最も重要な成果品であ

る。

iv.この提言書を首尾よく作成するために、選鉱試験施設

の実験結果を含め、十分な情報が必要である。提言書が

首尾よく作成されるためには、コロンビア側ができる限

り多数の現場調査を行うことにより実現する。

v.成果 2の基本設計指針について、C/Pは 2002年 4月ま

でに短期専門家から指導を受けることになっている。設

計技術は、提言書作成と同様に今後のプロジェクト活動

を続けていくうえで重要である。現在の活動状況を見る

限り、C/Pはこの技術を取得できると考えられるが、ど

の程度習得できるかは、終了時評価調査時の段階ではわ

からない。

聞き取り調査

（専門家、プロジェクト・

ダイレクター、プロジェ

クト・マネージャー、

C/P）

聞き取り調査

（プロジェクト・ダイレ

クター）

聞き取り調査

（専門家、プロジェクト・

マネージャー、C/P）
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4－ 1－ 6 結論・提言・教訓

1. 結　論

（1）日本側とコロンビア側の両者は、プロジェクト目標達成状況につき、操作・維持管理

マニュアルが作成されて成果の達成状況は進行していることから、ほぼ良好なレベルで

達成することを確認した。

（2）移動式選鉱試験施設の実質的な機能につき、日本側とコロンビア側の間でやや認識の

違いがあることが確認された。終了時評価調査団の団員がこの施設の機能について詳し

く説明し、これによりコロンビア側は、選鉱試験施設の機能についてより明快に認識す

ることができた。

（3）成果 1の操作・維持管理マニュアルは作成された。施設や機材の操作・維持管理にか

かわる問題について、これらのマニュアルによりほとんど解決できると考えられる。

2. 提　言

（1）プロジェクト目標の達成度は、プロジェクトが終了する前に日本側とコロンビア側の

双方で測る必要がある。目標達成度の状況（結果）は、C/Pと議論したうえで測り、プロ

ジェクト関係機関や委員会（例：JICA、INGEOMINAS、MINERCOL、合同調整・運営委

員会）へ報告する必要がある。

（2）選鉱試験施設は、各鉱山地域の選鉱における最適条件を調査するうえで重要であるが、

多少調整する必要がある。

（3）C/Pは、今後さらに調査経験（研究室での調査と選鉱試験施設の運転による調査経験）

を積んでいく必要がある。

3. 教　訓

PCM手法では、成果やプロジェクト目標の達成度をはっきりした指標で測ることが要求

されるが、この手法を人的資源開発資源のプロジェクトに採用するには無理があると考え

られる。本件プロジェクトでは、研究室での調査結果を含め、特に選鉱試験施設の運転に

よって必要なデータを収集するのに時間がかかっている。このようなプロジェクトでは、

成功を修めるために十分な時間が必要とされる。結果又はPDMの成果を 3年程度で期待す

るには無理がある。

さらに、本件プロジェクトのプロジェクト目標のレベルは多少高かったと考えられる。

終了時評価調査が行われる前に、プロジェクト目標を変更しておくべきであった。
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第 5章　総合所見

本件プロジェクトの協力期間は、本年 5月 31日をもって終了する予定であるが、3月 10日（コ

ンサルタント団員は 3月 3日より 21日まで）ボゴタ及びプロジェクトサイトのあるカリ市を訪問、

国際協力庁（ACCI）、INGEOMINAS、MINERCOL 等への表敬訪問のあと、14 日よりカリ市の

INGEOMINASにおいて、先方評価チームと我が方チームの間で実質的な終了時評価にかかる協議

等を行った。

5－1 総合所見

2000年 12月に実施した中間評価の時点では、安全確保の観点から長期専門家の現地入り、及び

移動式選鉱設備（以下モバイルミル）等必要機材の現地到着、並びに据え付けが遅れたことによ

り、プロジェクトの進捗に約 7か月間の遅れを生じていた。その後、プロジェクト側の努力によ

り技術移転計画はかなりのスピードで進捗しており、マニュアル等の成果品も着々できあがりつ

つある。こうした状況のなかで、現時点での技術移転の達成度はまだ専門家による評価はなされ

ていないが、先方C/Pによれば平均して 40～ 50％程度であるとしており、技術レベルにおいてま

だ十分とはいえない部分も残されているとしている。専門家チームによれば、残すところ 2か月

半の期間ではあるが、マニュアル等の成果品についてはC/Pと協同によりすべて完成させること

ができるので、同達成度は 70～ 80％になるものと見込んでいる。したがって、プロジェクトの目

標はほぼ達成されるものと考えられる。

プロジェクト終了後の自立発展性については、組織面については現アラルコン長官のリーダー

シップにより強力な組織体制ができあがっており、C/Pの定着率もすこぶるよいのでこのままの状

態が続けば問題はないと思われる。また、資金面においても国家予算と国家ロイヤルティー基金

からの措置が今までどおり行われると思われるところ問題はないと思われる。課題としては技術

的側面である。モバイルミルの機能に係る考え方に日本人専門家側とC/P側で相違が見られるが、

本件協議において下記「協議結果」のとおり、意見調整を図った。先方C/Pに対する技術移転はか

なり進んではいると思われるが、モバイルミルによる操業試験の経験も浅く、先方の評価によれ

ば、産金地域の鉱山のオペレーター等に対する選鉱技術改善のための技術提言は独力ではいまだ

できないとしている。こうした技術的側面については、残存協力期間内に専門家とC/Pが協力し

てマニュアル等の作成を急ぐとともに、モバイルミルによる試験にかかる技術移転を集中的に実

施することで双方が合意した。　

18日 INGEOMINASにおいて合同調整委員会が開催され、調査結果を報告・意見交換を行い合意

に達したところ、先方は同アラルコン長官、ACCIのエミリア総裁及びMINERCOLのピエドライ



- 20 -

タ総裁と当方谷川団長の間でミニッツに署名・交換を了した。

5－2 協議結果

（1）協議の経過及び経緯

INGEOMINAS（カリ市）において協議及び調査を行った。先方の協議チームは INGEOMINAS

本部のホルヘ部長、オチョア前所長を含む計 6名が主要メンバーで、当方が作成した終了時

評価報告書案に対し、先方は 16日付けでモバイルミルにかかるコメント（7ページ）を提出越

した。

冒頭、先方評価チームより調査団に対し、モバイルミルの「機能」に関する問題提起がなさ

れた。日本人専門家チームとC/P側双方の間でその解釈に大きなギャップが見られ、この一

年来懸案になっていて一部感情的なしこりさえ残した様相を呈していた。先方によれば、モ

バイルミルが「分級」プロセスで連続性がなく管理され操業できないこと、及びモバイルミル

を使用して得られた結果が、ラボ試験結果と異なり現場では困惑（コンフュージョン）を起こ

しているとするものである。

2001年 4月から再三にわたりC/P側より専門家チームに申し入れてきた経緯があるとして、

また同年 11月にはアラルコン長官名で JICAコロンビア事務所長（写し阿部リーダー）宛の書

簡で、改善策の検討を依頼した旨言及するとともに、先方は頑強に24時間から48時間の連続

運転ができないと有効な試験結果が得られないとしていた。

他方、日本人専門家チーム及び専門家筋によれば連続性が直接の目的ではなく、バッチテ

スト（ラボ試験）とモバイルミルの双方の試験を並行させた形で実施することにより、それぞ

れに特性の異なった供試鉱石の試験という目的は達成されるとしている。　

その機能に係る日本側の考え方を十分に説明したところ、先方は一定の理解は示したもの

の理解・納得したとは思われないので、将来、場合によっては同様の議論が再燃する可能性

は十分にあると想定される。ただし、先方は磨鉱・分級回路の改善にかかる Mechanica l

Classifierの導入を検討したいと考えており、専門家の知恵を借りたいとの要望があった。当

方としては、協力の残存期間も短いので新たな協力は難しいが、現協力の技術移転の範囲で

あればその考え方に同意してもよい旨説明したところ、ようやく先方はこれに合意した。こ

うして双方の論点を集約するのにかなりてこずったが、時間ぎりぎりの協議の結果、調整に

こぎつけることができた。

（2）プロジェクト目標の達成度

予定された成果品も着々とできあがりつつあり、技術移転は活動計画（PO）に対して若干の

遅れはみられるものの順調に進捗しているものと思われる。プロジェクトが終了する 5月末
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には PDMに記載されているプロジェクト目標はほぼ達成されると思われる。

ただし、INGEOMINAS側は、技術移転はある程度達成されたと評価しているが、C/Pが中

小零細鉱山に対して、付加価値を生むような選鉱の技術改善ができる状態にはいまだなって

いないとしている。すなわちC/Pが独力で改善提案ができるという自信がないとしている。

これに対し、調査団としては作成されつつある操作マニュアルや移転されたノウハウを活

用しつつ経験を積んでいくことを進言した。また、技術移転はあくまで基礎的な技術に関す

る人材育成であり、普及若しくは応用という側面についてはコロンビア側の自助努力の問題

であると付言した。

（3）技術移転の測定方法

中間評価チームのミニッツにより合意された 5段階評価については、専門家によりまだ実

施されていない。ヒアリングを行った結果では、最初の2段階は達成されたと見られるが、残

りの 3段階に関してはいまだ達成されていないと思われる。

1） C/Pの日常の活動にかかる測定については、5段階評価に基づいて専門家がC/Pに対する

技術移転の度合いを測定することとした。

2） 2002年 5月にカリ市において開催される予定の国際セミナーにおいても同様に 5段階評

価により、専門家が評価することとした。

本結果は、現在の協力が終了するまでにプロジェクト側より、JICA コロンビア事務所、

INGEOMINAS本部、MINERCOL他関係機関に報告することとした。

（4）自立発展性

プロジェクト終了後の自立発展性の問題については、組織面及び資金面双方に現在のとこ

ろ特に問題はないものと思われる。しかし、技術的側面については、現時点において先方は、

C/Pの定着率はすこぶる良好で問題はないが、まだ独力では中小鉱山に対して付加価値のある

選鉱技術改善提案を行う自信がないとしている。現在はまだ中小零細鉱山のオペレーターに

対する技術提言を行った経験はない。治安上の問題もあり、プロジェクト協力期間中、日本

人専門家は鉱山地域に足を踏み入れないという約束になっていたので、C/Pによる現場での指

導は当然できていない。

前述のように、将来的にも先方が、頑なに全自動の機材では自己完結型の試験結果は得ら

れず、鉱山関係者に対して実収を上げるような効率的な改善提案が望めないという考えかた

に立つのであれば、モバイルミルの有効活用は望めないと思われる。

したがって、今次調査において調査団から先方に対し、残された協力期間中にモバイルミ

ルの有効活用につき専門家から集中的な技術指導を仰ぎノウハウを習得するよう申し入れた。
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5－3 提言及び要望事項

（1）モバイルミルの問題については、先方が主張しているスパイラル分級機の導入の是非論は

別として、現状の協力の範囲において可能な限り柔軟に対応することを専門家チームに要望

したい。

（2）モバイルミルの作業計画をC/Pと合議のうえで至急作成し、それに沿って操作指導等を実

施し、C/Pが独力で鉱山関係者に技術指導ができるように技術移転を促進するよう専門家チー

ムに申し入れたい。

（3）JICAコロンビア事務所には上記（1）及び（2）並びに今後のモバイルミルの活用状況につき

フォロー方よろしくお願いしたい。

（4）コロンビア側に対しては、残存協力期間においてC/Pが専門家よりモバイルミルの操作・維

持管理、及び試験方法等につき集中的な指導を仰ぎ、早い機会に独力で鉱山関係者への技術

提言ができるよう努力して欲しい。C/Pの経験が浅いので経験を積んでいくことが肝要と思料

される。

5－4 教　訓

本件プロジェクトの協力期間は3か年であるが、PDMの目標の設定が高すぎたと思われたので、

早い時期に修正を加える必要があったのではないかと思われる。また、PDMの目標設定で上位目

標及びスーパー・ゴールを掲げているために、先方実施機関の理解不足からくるプロジェクト協

力への過大な期待感を与えているところがある。さらに、はっきりとした指標を追い求めるとこ

ろから、本件プロジェクトの特性上成果を出すのには時間がかかるために、PDMで厳しく評価す

るのは若干に無理があると考えられる。

5－5 結　び

本件プロジェクト方式技術協力は、現在コロンビアでは唯一のもので、残り 2か月半で協力の

幕を閉じることになるが、INGEOMINAS側も Alarcon長官をはじめ我が方の協力に厚く感謝して

いる。先方としては具体的には要望はないが、さらに我が方から何らかの形の協力を仰ぎたいと

している。

また、本件協力は、まさに治安の問題が常に付きまとうという状況にはあったが、INGEOMINAS

を含むコロンビア側の努力により、常時先方の費用負担でDAS（国家安全管理保障局）の護衛を付

ける等安全対策に特段の配慮を示してくれた。また、JICAコロンビア事務所の日頃の指導により、

これまでのところ専門家チームの業務及び日常生活には何ら支障は出ていない。

　結びに、専門家チームも種々の制約要因の多いなかで、業務に励んでおられることに衷心よ

り敬意を表したい。



付　属　資　料

1.　協議議事録（M/M）

2.　評価用 PDM（PDMe）

3.　合同評価報告書（英文）

4.　プロジェクト概要説明資料

5.　運営指導調査団（2002年 5月派遣）報告書
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